
一般社団法人 原子力安全推進協会

1,508,660 1,050,816

1,484,125 1,031,189

654 35

22,262 1,276

1,618 18,316

517,234

78,759 103,852

9,511 103,852

37,093

29,654

2,500 1,154,668

無形固定資産 159,258

― 300,000

159,258 571,226

投資その他の資産 279,216 571,226

250,380 571,226

500

28,336

871,226

2,025,895 2,025,895

 (注） 記載金額は，千円未満を切捨てて表示している。

貸　借　対　照　表

2023 年 3 月 31 日 現 在

（単位：千円）

資産の部 負債の部

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

現 金 ･ 預 金 未 払 金

未 収 入 金 未 払 法 人 税 等

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

商 標 権 基 金

【 固 定 資 産 】

有 形 固 定 資 産 【 固 定 負 債 】

建 物 退 職 慰 労 引 当 金

建 設 仮 勘 定 負 債 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

資 産 合 計 負 債 ･ 純 資 産 合 計

繰越利益剰余金

その他利益剰余金

長 期 前 払 費 用

ソ フ ト ウ ェ ア

預 り 金雑 流 動 資 産

敷 金

長 期 投 資

利 益 剰 余 金

建 物 附 属 設 備

工 具 器 具 備 品

純資産の部 



一般社団法人　原子力安全推進協会

4,130,380

36,360

4,166,740

3,582,774

601,927

33,678

4,218,380

51,640

39,802

11

39,813

323

18

341

12,169

71

12,240

 (注） 記載金額は，千円未満を切捨てて表示している。

損　益　計　算　書

自　2022  年 4 月 1 日　　至　2023 年 3 月 31 日

（単位：千円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

【 経 常 収 益 】

会 費 収 入

運転責任者判定料収入

経 常 収 益 合 計

【 経 常 費 用 】

事 業 費

管 理 費

運転責任者判定事業費

経 常 費 用 合 計

経 常 損 失

【 経 常 外 収 益 】

雑 収 入

受 取 利 息

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 等

当 期 純 損 失

経 常 外 収 益 合 計

【 経 常 外 費 用 】

雑 損 失

経 常 外 費 用 合 計

固 定 資 産 除 却 費



 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

計算書類及びその附属明細書の作成基準

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成している。

固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用している。

ただし，建物並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備について

は，定額法を採用することとしている。

② 無形固定資産

定額法を採用している。

引当金の計上基準

退職慰労引当金は、理事の退任慰労金及び職員の退職金の支給に備えるため，

内規に基づく期末要支給相当額を計上している。

その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

なお，未経過リース料総額は　80,538千円である。

② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。

③発電所総合評価に基づく経済的インセンティブ

発電所総合評価に基づく経済的インセンティブについては，「会費収入－

特別会員会費」に反映している。

2. 貸借対照表に関する注記

    有形固定資産の減価償却累計額　　323,225千円

個　別　注　記　表

(1)　

(2)　

(3)　

(4)　
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